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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要
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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

計 画 の
担当部署

東京芸術劇場　管理課

03-5391-2111

公 表 の
担当部署

名 称

名 称 東京芸術劇場　管理課

03-5391-2111電 話 番 号 等

電 話 番 号 等

年度

入手方法：

当館では、日頃より省エネの取組を積極的に進めている。
その中で、次の２点を重視して地球温暖化対策に取り組む。

１　当館で行っている省エネ対策について、再度見直しを行いさらに省エネが可能な取組を行って、温室効
　　果ガスの削減を図り基準排出上限量を超えない目標をたてる。
２　職員、建物管理受託者、舞台技術者、テナント従業員などに対する省エネ意識向上のための啓発活動

公表方法

https://www.rekibun.or.jp/about/activity/environment/アドレス：

11

ホームページで公表

2016

アドレス：

東京都豊島区西池袋一丁目８番１号

9:30～17:00閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

東京芸術劇場

特定地球温暖化対策事業所

再エネの導入・利用に関する取組みについて：
・太陽光発電装置、電気自動車充電設備等、再エネ設備を積極的に導入することとする。

閲覧場所：

2013

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 2012 6

東京都（生活文化局）



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

1016

メ タ ン
（ CH4 ）
一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ
（ HFC ）

特定 温室 効果 ガス
（ エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 ）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

１　低炭素電力の使用、照明設備のＬＥＤ化の徹底
２　電力使用量の系統負荷毎の使用量を計測して、無駄に使用している負荷
の適正な遮断
３　ホール等の使用開始時の空調起動時間の適正化と空調機のインバーター
制御化

年度

引き続き節水を図ることで、その他ガスを現状の２％以上削減した状態を維
持する。

3,464

年度 2021

67.4 78.4

2020

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水 15

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

3,475

そ
の
他
ガ
ス

11

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エ ネル ギー 起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

59.9

4,045 4,179 4,222

81.8

年度年度

81.0

年度2022 2023 2024

3,088

現在の削減計画期間と同様に引き続き節水を行うことで、その他ガスを現状
２％以上削減した状況を維持する。

14,549

年度まで

39%

Ⅰ－２
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

4,770

排 出 上 限 量
( 削 減 義 務 期 間 合 計 )

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

4,206

年度年度2020 2021 2022

4,1634,030

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2029

2030 2034年度から

年度から

各ホール公演時間以外の不要な空調運転や必要の無い個所の照明点灯を無く
すなど、より一層省エネを目指すと共に、リニューアル時に更新しなかった
機器について順次高効率機器への更新を図っていく。また、照明設備はＬＥ
Ｄ化をさらに進めていく工事を行いＣＯ2基準排出量の15％以上の削減を目標
とする。

2025 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

16

年度

2023 2024年度 年度

3,078



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

564

特定温室効果
ガス排出量(E)

740 607

3,464 4,030 4,163 4,206

具体的な増減要因
2024年10月より空調配管の一部を交換のため、休館した影響が大きい。事務作業、設
備維持、警備、中央監視、清掃などの業務は継続したが、規模は縮小した。

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

削 減 義 務
期 間 合 計

2023 年度 2024 年度年度

4,9091,6921,306

18,9413,078

4,770

15.00%

23,850

15.00%

4,7704,770

年度 2022 年度 2023

15.00%

年度

6.00%

2020 年度

過 去 の 実 績 排 出 量 の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2020 2021

2020 年度まで

20,704

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2021

2024

2022 年度

Ⅰ－２

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

4,770 4,770

15.00%

2024 年度

削 減 義 務 量
(D ＝Σ (A × B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

2013年度、2014年度、2015年度

2024 年度前削減計画期間 2023 年度2020 年度 2021 年度 2022 年度

3,146



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 130100 13_空気調和の管理 温湿度の適正管理 2013 ホール、事務室、楽屋等

2 150200 15_照明設備の運用管理 バックヤードのこまめな消灯 2013 デッキ、スロープの照明

3 160200 16_建物の省エネルギー 窓ガラスの遮熱フィルム貼付け 2014 ２階、３階、７階の楽屋窓

4 130100 13_空気調和の管理 各ホールの空調運転時間の見直し 2015 大ホール、中ホールの公演前及び公演後の空調運転時間の見直し

5 150200 15_照明設備の運用管理 照明設備のLED化 2018 アトリウムの照明器具

6 150200 15_照明設備の運用管理 照明設備のLED化 2019 コンサートホールの照明器具

7 110200 11_主要設備等の保全管理 省エネ制御型のエレベーターの導入 2017 ７、９号機リニューアル

8 120300 12_運転管理及び効率管理
省エネ委員会を開催し省エネパトロールな
どで現場を監視、エネルギーデータを見せ
て担当者に省エネ啓蒙。

2019
大ホール、中ホールの空調使用状況の見直しと空調機器運転時間の
再設定

9 150200 15_照明設備の運用管理 照明設備のLED化 2020 ロワー広場の照明設備

10 150200 15_照明設備の運用管理 照明設備のLED化 2021 アトリウムの１階の照明器具

11 150200 15_照明設備の運用管理
各ホール舞台やホール内部の照明設備のLED
化

2022
コンサートホール、プレイハウス、シアターウエスト、シアター
イーストの舞台照明、ホール内照明

12 160200 16_建物の省エネルギー 窓ガラスの遮熱フィルム貼付け 2022 各ホールの楽屋、会議室

13

14

15

16

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期

17

18

19

20

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71

72

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91

92

93



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

当館は、平成2年10月に開館し劇場運営を行なってきたが、その後平成23年4月から平成24年9月までリニューアル
工事(大規模改修工事)を行なった。
　この工事により、それまで地域冷暖房(西池袋熱供給株式会社)から供給を受けていた蒸気に加え、さらに冷水の
受給を開始したことにより、冷凍機で作っていた冷水から地冷の冷水に切り替えることにより、温室効果ガス排出
量削減を図った。

　リニューアルオープン後は、エネルギーの使用に関して、省エネを図った設備機器を導入し運転している。さら
に平成27年度よりエネルギーの使用量が大きい空調機の運転時間の見直し行なった。平成28年度からは、各所貸出
しスペースや各ホールの利用終了後の空調機の運転時間の短縮を行なって省エネを図り、平成29年度は蛍光灯照明
器具からＬＥＤ照明器具に396台を交換するなど、省エネを出来る限り推進しているが、削減目標を達成するのは
難しい。

令和２年covid19の流行による数次数年にわたる「緊急事態宣言」等の影響で社会活動に制限が加わり、エネル
ギーの消費削減方向に当館も推移した。しかし病原体の変異等により社会活動の復旧が進み、エネルギー消費も元
に戻る勢いとなった。そのなかで、地球温暖化の進行ともとれる、異常な夏の高温またその長期化に直面し、熱中
症予防の観点からも空調の利用促進せざるを得なかった。

その中で当館の照明器具のLED化は避けられないと考えており、都度の改修工事、数年後に控える大規模改修工事
の基礎資料として、全館全室全照明器具の調査を行った。この資料を基にLED化の促進を図る。

平成６年１０月から１０か月をかけて、空調設備の蒸気系、冷水系の立管配管の交換を行った。配管内の老朽化が
流量に与えていた影響を除却し、効率が上がったと推定する。

再エネの導入・利用に関する取組みについて：

東京都の取り組みに応じて、次なる大規模改修の際などに再エネ設備の導入を図っていく。


